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はじめに 

Ⅱ @@@ 世紀は知識の 時代。 知 こそが唯一の 意味あ る 。 競争力の源泉としての 知 ; 

遣 し続けることが 企業にとって 重要となっている。 一方。 その知識は属人性を 持つために。 知 

活性化や競争力強化へつなげていくための 有効 策 の ヱ つとして知識人材の 流 

日本の製造業では、 終身 用 という時間を 利 継承を行 う ことで特定領域の 知識を 

深めてきたが " 今後泣これに 加えて他の知 と 組み合わせるなどにより 継続的イノベーションを 生む新たな 知 

識を生成し。 それを元に新たな 事業開発。 育成を行っていくことが 重要となる。 そのためにほ 新たな知を生む 

仕組みが必要であ り。 知 人材の流動化促進がその 2 つの答であ ることはまちがいない。 

しかしそもそも 人材の流動化は。 国民性や企業文化、 社会制度など 多様な要因に 

執事例を単にコピーするだけでは 実効が伴わず 目 本の現実 ほ なりえない。 日本 界 大戦前は人材 

の 流動性が高かったと 言わ ているものの (lL 、 戦後は終 テム をべ ー ス に 

経済復興を果だし。 そして世界に 冠たる経済大国になったこともあ り技術人材のみならず 人の流動性は 

といってもすぐに 法海外事例のような 流動性が実現できるとは 考えられず。 短期的な 

ほ 。 今の日本の 用 システムに見合った 人材流動の活用を 考える必要があ る。 

そこで本論文では。 近年日本の製造業の 開発設計現場でも 大きくを 如 している人材派遣や 常駐型請負とⅤ 、 っ 

た 人材アウトソーシンバを 技術人材流動の ぇ つの形として 注目し。 こういった - 時雇用される 人材の知識 

に関する考察を 行 う 。 

材 が流動することほ 知 が 流動することであ り、 それが知識 リ 造や競争力強化のための 有効 策 にっ な が 

るわけであ るが " この人材流動と 知識の関係についてほ 知識の流入 / 流出という得失や 知識移転という 

多くの先行研究がなさ 

まず知識の流動に よ る効果、 特に技術領域に 関してほ 鋤の スピルオーバー 効果として議論されてお れ， 

人材の流動化 はツ ヴィ                   カス の言 う 「 財 という形を成さないで 伝播するスピルオーバー 効果」に当たる 

L2 コ。 この矢口調 伝 でもあ る。 うまく活用すれば 競争 位を生むが、 異なるコンテ 

キストの中での 移 、 それが外部への 容易な伝播を 妨げてはいるものの、 人の移動を伴う 場 

合法難易度が 減る (3L 。 つまり人材流動化は 知識移転の有効な 方法となる。 特に技術の距離が 近い場合は効果 

が 大きく。 それゆえ一定期間同業他社への 就職を禁止する Co 托咄磁 s no も ぬ com 鉾 ㎏といった法規制が 開発 

投資をした企業を 保護するために 存在する " 言い換えれば、 c 。 ㎎ "ants no 七ぬ               が 無効であ るカリフ 

オ ルニアで次々と 新しい事業が 興っていることが。 人材流動化 は i つ め イノベーションの 種になることを 示し 

ている (4 コ。 
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次に。 技術派遣や常駐型請負といった 一時的 問者と知識の 関係については、 シ ャ ロン。 マトゥー シクら 

が 検討を加えており ( 引 。 知識 U 造や知識流出という 観点で、 一時的雇用者の 活用 方が、 企業の競争力 

に 大きな影響を 与えるとしている。 また知識の分類として、 形式 知と暗 の 知と集団の知 、 

系 的な知 " 企業固有の知 と 一般的な知の 3 紐の知識を提示し、 個人の知のように 持ち出され 

る 知識と一般的な 知のよ 刃こ 持ち込まれる 知識があ るゆえ。 企業が置か ている環境 ( 産業の安定度と 競争 

状況 ) に応じて一時的 用 者の活用の仕方を 分けること、 また流出しにくい 系 的な知の重要性を 指摘して 

㌧ 、 る 。 

アタト ソーシング 

先行研究でも 明らかなよ う に。 人材の流動化と 知識は密接に 関係しており。 

業 競争力へ影響している 事例として。 シリコンバレーや 人材還流が産業の 起爆 っている台湾。 中国。 

インドといったアジア 圏の国々があ るが。 そこに は 高い転職率 や ダローバル な き力 ミ 基本 @ こ あ り。 こう 

いったタイプの 人材流動化を 日本で促進しようとしても 今の雇用システムの 実情と合わず 実効が上がらない 

と 思われる。 そこで " 今の日本の雇用や 社会のシステムを 考えると、 企業の枠を越えた 実効あ る知識流動を 

広く引き起こず 可能性があ るの ほ 。 技術人材アウトソーシンバに よ る人の動きであ り、 そのアウトソーシン 

グ により持ち出さ る 知識を知識創造スキームの 中にいかに取り 込むかが重要となろ フ @ 

では " その市場規模であ るが。 まず 図 A に 2 ㈱年 B 月～円月江行わ た 国内アウトソーシンバ 事業全体の中期 

予測に関する 調査結果を示す。 

2 ㊤ 口 3 とむ臼 4 舘随 2D8% 宜 80 つ 宜 自門 む 

年澄 

        &  アウトソーシンバ 総市場中期予測 

                労働政策研究。 研修機構 ビジネス。 レーバー " トレンド 2005 年 2 月号 

それによると 国内アウトソーシンバ 事業 は 。 今後年率で平均 ご， 四の急成長を 続け。 ㏄ 10 年度の市場規模 

はび 注 7,720 億円に達する 見通しであ る。 但し、 この干潮 は アウトソーシンバ 市場全体であ り、 技術人材 ビ   

ジネス・ け 人数的にはまだ 一部であ り主流ではない。 ちなみに、 厚生労働省が 為 6 年 1 月 17  日に発表した 200& 

年度の人材派遣市場規模は、 派遣労働者数が 約 227 万人 ( 常用換算で約 鴎 万人 ) 、 売上高で 2 兆 8,615 億円 

であ り。 既に 図 1 の予測を上回る 勢いであ る 。 この派遣労働者の 中で技術派遣がどの 程度含ま 
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ては同じ厚生労働省の 報道発表資料にあ る業務 別 割合力、 ら 今 で定める 26 業種のうちの 3 つ ( ソ 

フトウェア開発、 械 設計。 研究開発 ) が該当するとして、 人数的に特定労働者派遣事業の 約 65% 。 全体の 

約 1 鰯が知識提供を 伴 う 技術派遣とみら 。 一般に技術派遣は 平均単価が高いため。 売り上げ規模 力 、 も は よ 

り 大きな部分を 占めていると 考え ろ 

このように。 派遣や常駐型請負といった 技術大村アウトソーシンバ は 。 アウトソーシンバ 市場 

ればまだ小さいが。 日本企業の中に 着実に浸透しており " この人材が持ち 込む知識を企業の 知識 

ムヘ 活用することが、 今の日本の 用 システムに合った 方策と考えられる。 

インタビューと 考察 

技術人材アクトソーシンバの 知識を活用するにあ たっては。 企業へ派遣される 人材の知識とその 人材を受け 

入れる企業側の 両面からの検討の 必要があ るが。 本論文で旗人材を 派遣する側の 企業の観点からその 知識活用 

の有用性について 人材アタ ト ソーシング企業へのインタビューを 元に考察する。 

まず人材アクトソーシンバに 従事する企業といってもその 業務範囲や形態 は 多岐にわたるが、 今後 は表 1 の 

よ う に 3 つのタイプに 集約していくものと 考えられる。 

インタビュー 結果を元に筆者作成 

Ty 鱒 可は登録された 人材を派遣する も一般的なタイプであ り。 技術派遣含め 対象とする業務 

Typ ㌃ B は自社社員を 企業へ派遣するタイプで、 技術派遣専門企業も 多い。 事業母体が IT 系システムなどの 業務 

アウトソーシンバで、 その一環として 常駐型請負を 行う企業もこの 分 に 相当する。 Type-C は個人事業主 け 

ンディペンデント。 コントラクタなど ) を束ねるタイプの 企業で。 日本でほまだ 少ないが。 提供できる知識 レ 

ベルは高い。 しかし、 知識こそが売り 物の業態になるゆえ、 何らかのインセンティブがないと 知識融合促進と 

い う 観点からは使いにくい 存在であ る。 つまり、 アウトソースした 技術大村の知識活用に 関してほ。 Type 円 

の 人材アウトソーシンバ 企業が主対象となり。 この企業の人材が 持っ知識をど う 生かせるかが 

そこで、 常用雇用を中心にした 技術派遣を行っている 企業に対してインタビューを 行った。 そこから得 ろ 

た 知見をまとめると、 

蚤 。 受注型ビジネスゆえ、 現状の知識活用 は その受注内容の 枠内であ る。 

2 。 活用できる知識が 人材アウトソーシンバ 内に蓄積されつつあ る。 

3. その知識活用への ほ 「 場 」を作ること " 

市場が右肩上がりで 成長している 今 。 受注型ビジネスで 顧客の要望に 応じて人材を 提供するというビジネス 
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モヂル を変える理由がないという 状況に加え、 客 企業側も知識レベル ほ 要求するものの 不足分の補填 とぃ 

う使い方の基本的考え 方は変わっていないこともあ り。 まだ実態ほ手持ちの 知識。 技能の提供の 域を出てい 

ないと思われる。 しかし。 コア業務への 参画の増 那 、 プロジェクトへの 継続的参画といったことで、 知 

識 レベルや人材の 質の向上も人材アウトソーシンバ 企業は意識しており。 そ を生かせる「 場 」が見えてい 

ないことが知識活用ではなく 知識提供に留まっている 要因とみられる。 

客 企業が要求する 経験や知識レベルを 提供できる、 つまり現場の 知とでも いう べき 

活用されているが。 それが知識 り造 スパイラルを 促進する意味までは 持っていないということであ る。 しかし、 

大村 の レベルの向上に 伴 b 、 、 「 場 」作りを促進すれば 知識活用にっながると 

言われた通りに 作る」から「言われたことの 範囲内で べ ストのものを 作る」への変化、 人材に関する 企業間の 

パートナー ィヒ といった動きもあ り。 日本の製造業の 競争力につながった 部品サプライヤー と アセンブリメーカ 

の 系列関係のように 特定技術領域で 企業とつながるといった 動きを加速することも 有意であ ろう " 

知識の時代と 言われる 甲 、 日本の産業競争力強化の 一策として人材流動化の 促進が叫 は ても㌔セミラ。 し力 3 し入 

村の流動には 文化。 風土や制度など 多様な側面が 影響し。 すぐには海外事例のような 高い人材流動性 は 実現で 

きない。 そこで。 日本の実情に 合った 策 として。 技術人材のアウトソーシンバにより 持ち込まれる 知 ; 

を 行った。 インタビュ一の 結果。 まだ十分な活用がなさ ているとは言えないが、 技術人材 のア 

ウト ソーシングが 知識の流動性を 高めるという 策 となり ぅ ると考えられる。 この持ち込まれる 知識をより活用 

し知識創造へっなげていくためにほ 、 受け入れ企業側の 問題もあ り、 そ 

甘辞 

本論文をまとめるにあ たり。 インタビュ一に 応じてくださった 人材アウトソーシンバ 企業の皆様、 および 有 

意義な議論をさせていただいた 北陸先端科学技術大学院大学知識科学 究 科の先生方に 深く謝意を表する " 
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